
（平成25年の定期監督・法違反の状況まとま
る）法違反率は４年ぶりに低下し68.0％／（不
服申立て制度見直す関連法成立）労災保険の
処分に対し再審査請求経ず出訴可能に／（改
正障害者法の指針に関し報告書）事業主が行
うべき職場の改善措置の事例など示す／ほか
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●連載　労働スクランブル○186（労働評論家・
飯田康夫） ─ 46●わたしの監督雑感　神奈
川・厚木労働基準監督署長　中村宏彰 ─ 54
●労務相談室だより ─ 56
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平成26年４月23日、次世代育成支援対策推進法の改正法が公布された。同改正法は、日本における少子化の進行等を
踏まえ、次代の社会を担う全ての子どもが健やかに生まれ、育成される環境を更に改善・充実させる観点から、次世代
育成支援対策を推進・強化するものであり、具体的な内容は、法律の有効期限の10年間の延長、新たな認定（特例認定）
制度の創設――など。施行期日については、法律の有効期限の延長を除き、平成27年４月１日となっている。今回は、
同改正法について、厚生労働省雇用均等・児童家庭局職業家庭両立課に解説してもらった。

（厚生労働省雇用均等・児童家庭局職業家庭両立課）

────── 20
●特別企画／平成26年度 高年齢者雇用安定
　　　　　　助成金のご紹介

（厚生労働省職業安定局雇用開発部高齢者雇用対策課）

「高年齢者活用促進コース」の
支給上限額を1,000万円に引上げ
高年齢者の雇用の安定を図ることを目的とする「高
年齢者雇用安定助成金」について、平成26年度の拡
充後の支給対象となる事業主、支給額、支給申請手
続きなどを厚生労働省職業安定局雇用開発部高齢者
雇用対策課に解説してもらった。

改正次世代育成支援対策推進法の解説────── ６特集

次世代育成支援対策推進法の10年間の延長と
優良企業に対する新たな認定制度の創設

●労働判例解説／東芝（うつ病・解雇）事件 ─ 31

労働者の申告なくても体調悪化を認識し
得る状況にあり過失相殺は認められない

（弁護士・新弘江〔あだん法律事務所〕）
（平成26年３月24日・最高裁第二小法廷判決）

うつ病での通院や病名を会社に申告せず

───── 44●知っておくべき職場のルール

派遣法では就業条件等のほか
派遣料金等も明示の義務が

＜第34回＞「労基法以外の労働条件明示義務」

（編集部）

本書は、労働審判、ADR、民事訴訟等の手続の流れについて、具体的な労働紛
争を事例として挙げた上で解説するとともに、労働紛争における労働審判や民
事訴訟における手続上の対応を、実務的な側面から詳しく解説しています。労働
紛争解決のスペシャリストである弁護士が共同して執筆しており、紛争解決の流
れについて実務的で具体的なイメージをつかむことができます。社会保険労務
士の方や企業の法務担当者、人事総務担当者の方などに最適の1冊。

個別労働紛争・ADR・労働審判・民事訴訟手続きを
わかりやすく解説！
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